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○ 平成28年度は、市町村への権限
移譲の推進と広域連携体制の整備
における指針となる「今後の権限
移譲の基本的な考え方（H26.5）」
を踏まえ、さらなる権限移譲及び
広域連携の推進に取り組みました。

具体的には、未移譲事務のある団
体に対して個別協議を通じて働き
かけを行いました。また、大阪府
と市町村で構成する「地域ブロッ
ク会議」を、府内各地域において
開催し、広域連携等の検討につい
て意見交換を行いました。

○ 南河内・泉州南の各地域の広域
連携研究会に参画し、移譲事務の
共同処理等に向けサポートを行い
ました。

○ 平成28年度は、道路３路線約
1.8kmを移管しました。

大阪発“地方分権改革”ビジョンの推進について ～改革の取組イメージ（３月末時点）～

８月～１月

地域ブロック会議を開催（７地域）

５月～３月

府内各地域の広域連携研究
会への参画（計１２回）

・特例市並みの権限移譲の定着・充実
・他府県の移譲実績を踏まえた「新たな事務の
移譲」
・広域連携の推進

道路２路線を移管

ビジョン改訂版
における今後の方針

○ 新たな連携を促す
協議の場づくり

現在の「地域ブロック
会議」を含め、「協議
の場」を重層的に設定

○ 基礎自治機能の検
討・研究、国への働き
かけ

大阪の実情に合った基
礎自治機能のあり方や
充実方策について検
討・研究を進める

○ 府からのインセン
ティブ強化

市町村間連携に積極的
に取り組む団体を支援
するため、「市町村振
興補助金」によるイン
センティブを強化
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○ 改正地方自治法に基づき、府と大阪

市・堺市との間それぞれに、指定都市都

道府県調整会議が設置され、大阪市との

調整会議を４月から１月にかけて５回開

催しました。（大阪市とは、副首都推進

本部会議を調整会議に位置付けて開

催。）

○ 大阪の副首都化に向けた中長期的な取

組み方向について、副首都推進本部にお

いて検討を進め、中間整理案を経て、３

月に「副首都ビジョン」としてとりまと

めました。

○ 新たな大都市制度（総合区・特別区）

の検討については、８月から両制度の意

見募集・説明会を24区で開催しました。

総合区は、２月に事務レベル・区数を、

一般市並み・８区とし、３月に区割り案

を作成しました。特別区は、具体的な制

度設計を進めるための大阪府・大阪市特

別区設置協議会（法定協議会）の設置に

ついては、府市両議会で継続審査となり

ました。

○ 府と大阪市、堺市が協調し、政策の一

体性の確保や二重行政の問題を解決する

場として大阪戦略調整会議を設置しまし

たが、平成27年9月の代表者会議において、

議案提案の進め方で意見がまとまらな

かったことから、現在まで本会議の開催

に至っておりません。

大阪発“地方分権改革”ビジョンの推進について ～改革の取組イメージ（３月末時点）～

ビジョン改訂版
における今後の方針

○ これまで大阪府と大
阪市の協議により展開
してきた高次の都市機
能（広域機能）の更な
る充実を図る

○ 都市機能の充実によ
る成長の果実を住民に
還元し、住民とともに、
地域ニーズに沿った身
近な行政サービスを展
開できるよう、大阪市
が担っている基礎自治
機能の更なる充実を図
る

４月

指定都市都道府県
調整会議の設置

大阪戦略調整会議の開催調整

５～９月

４月～１月

副首都推進本部会議の開催（計６回）

９月

中間整理案の
とりまとめ

副首都機能面・制度面
検討タスクフォース会
議の開催（各５回）

３月

「副首都ビジョ
ン」とりまとめ

新たな
大都市
制度の
検討

８月～１月

３月

大阪府・大阪市特別
区設置協議会の設置
について継続審査

大阪市24区で
意見募集・説明会
の開催

区割り案
の作成

事務レベル・
区数を一般市
並み・８区
とした



平成２８年度
実績

４月 ９月 １月 ３月
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○ 関西広域連合委員会、有識者会議等
で議論を重ね、平成29年3月に広域計画
（H29～31年度）を策定しました。計画にお
いて、既存７分野事務の充実や分権型社
会の実現に向けた取組などが盛り込まれ
ました。

○ 平成28年4月に策定した関西創生戦略
を、次期広域計画の内容に合わせて、平
成29年3月に改定しました。

○ 関西創生戦略に基づき、広域観光事
業及び水素関連の取組について、H29年
度地方創生推進交付金事業の申請を行
いました。

○ 「琵琶湖・淀川流域対策に係る研究会」
の最終報告を踏まえ、平成29年2月にシ
ンポジウムを開催し、広域連合が優先し
て取り組むべき課題等について議論が行
われました。

○ 毒物劇物取扱者、旧薬事法に係る登
録販売者の資格試験・免許等の事務に
ついて、平成31年度に広域連合での試験
実施をめざし、検討を進めることが決定し
ました。

９月

次期広域計画の検討

大阪発“地方分権改革”ビジョンの推進について ～改革の取組イメージ（３月末時点）～

ビジョン改訂版
における今後の方針

○ 関西広域連合の実践
強化

国からの権限移譲につ
ながる活動を強化

○ 国機関の拠点性向上、
連携強化

国と地方が一体となっ
た政策立案の場を設置

３月

改定の検討

広域計画
の策定

４月

関西創生戦
略（27年度
版）の策定

４月、７月

琵琶湖・淀川
流域対策に
係る研究会
の開催（２回）

琵琶湖・淀川
流域対策研
究会の最終
報告

２月

流域管理

シンポジウム
の開催

６月

国の予算編成等に対す
る提案

国の事務・権限等を求
める提案（19項目）

３月

関西創生
戦略（改訂
版）の策定

３月

地方創生推
進交付金事
業の申請
（H29事業）

持ち寄り事務の検討

１２月

新たな資格試験・免
許等の持ち寄り検
討を決定



平成２８年度
実績

４月 ９月 １月 ３月
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○ 分権型社会への転換を図るため、
国から地方への事務・権限の移譲、
国出先機関の地方移管の推進、地
方分権型道州制の推進等を進める
よう、国に働きかけました。（要
望内容に応じて、全国知事会とも
連携して実施。）

（
参
考
）
政
府
に
お
け
る

地
方
分
権
の
取
組
状
況

○ 平成28年4月の第５次一括法
（一部、第４次一括法を含む）の
施行に伴い、国から府へ６の事務
が移譲され、府から指定都市（大
阪市・堺市）へ４の事務を移譲し
ました。

○ 「提案募集方式」による地方か
らの提案等に基づき、第６次一括
法が５月に成立。平成29年4月に施
行される第６次一括法（第４次、
第５次一括法を含む）により、国
から府へ７事務・府から指定都市
へ３事務が移譲されます。

○ 「提案募集方式」については、
府が提案した５件中３件が、国に
おいて何らかの対応がなされるこ
ととなりました。（府からは５件
提案、関西広域連合と12件、構成
府県と29件の共同提案を実施。）

６月

府国家予算要望
・地方分権型道州制の推進
・国出先機関の地方移管の推進

４月

第５次一括
法施行

６月

地方からの提案
（116団体303件）

提案の実現に向けた検討

５月

第６次一括
法の成立

大阪発“地方分権改革”ビジョンの推進について ～改革の取組イメージ（３月末時点）～

ビジョン改訂版
における今後の方針

○ 道州制の姿の検討・
研究、国への働きかけ

国と道州の機能分担や
道州のエリアの考え方
などの検討・研究

法整備や検討推進の働
きかけ（全国知事会な
ども活用）

国民的な議論喚起に向
けた機運の醸成

○ 大阪自らの改革を推
進力とした取組み

国から大阪への権限移
譲等を提案

１２月

対応方針
閣議決定

３月

第7次一括
法 案 を 国
会へ提出

事務・権限移譲に向けた調整


